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平成１６年３月期  個別中間財務諸表の概要 

平成１５年１１月６日 
 
会 社 名   スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社  登録銘柄 
コード番号  ８７３９                                         本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.sparx.co.jp/）    
本 社 所 在 地 東京都品川区大崎一丁目 11 番２号ゲートシティ大崎 
代 表 者 役職名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名  阿  部  修  平 
問い合わせ先責任者 役職名 取締役総務経理部長 氏 名 小須田  建  三    ＴＥＬ(０３)５４３５-８２００ 
決算取締役会開催日   平成１５年１１月６日        中間配当制度の有無  有 ・ 無 

        単元株制度採用の有無 有（１単元 株）・無 
 
１.１５年９月中間期の業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 
(1) 経営成績                                                               （百万円未満切捨） 
 営  業  収  益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

百万円   ％ 
       2,652（  43.2） 
       1,852（   3.9） 

百万円   ％ 
     1,234 (  168.2) 

460 ( △53.9) 

百万円   ％ 
1,236（  180.0） 
441（ △55.1） 

1 5 年 3 月 期         3,371               519              503         
 
 

中 間 (当 期) 純 利 益 
1 株当たり中間 
(当期)純利益 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

百万円   ％ 
603（  167.7） 
225（ △58.5） 

円  銭 
14,988   06   
12,316   08   

1 5 年 3 月 期  223            10,340   61   
(注)1．期中平均株式数 15 年 9 月中間期 40,296 株 14 年 9 月中間期 18,320 株 15 年 3 月期 19,091 株 
  2．会計処理の方法の変更   有 ・ 無 
3．営業利益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

 
 
(2) 配当状況 

 
1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金 

 

 
15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

円 銭 
0   0   
0   0   

円 銭 
―――― 
―――― 

 

1 5 年 3 月 期    ――――    10,000  00   

 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本
 

15 年 9 月中間期 
14 年 9 月中間期 

百万円 
7,618      
6,324      

百万円 
6,533     
5,811     

％ 
85.8   
91.9   

円  銭 
163,165    01  
316,754    19  

1 5 年 3 月 期  6,677      6,408     96.0   316,424    67  
(注)1. 期末発行済株式数 15 年 9 月中間期 40,042 株 14 年 9 月中間期 18,346 株 15 年 3 月期 20,170 株 
2. 期末自己株式数  15 年 9 月中間期  301 株 14 年 9 月中間期      1 株 15 年 3 月期      1 株 

 
 



－  － 
 

2

２.中間財務諸表等 
(1)中間財務諸表 

① 中間貸借対照表      （単位：百万円）

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日現在) 

前中間会計期間末 
(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成15年３月31日現在) 

期  別 
 
 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）  ％ ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  1,986  1,646  1,988  

２．前払費用  95  92  67  

３．未収委託者報酬  285  249  252  

４．未収投資顧問料  769  429  298  

５．未収法人税等  ―  ―  86  

６．繰延税金資産  445  332  352  

７．その他  26  57  43  

流動資産合計  3,608 47.4 2,809 44.4 3,089 46.3 

Ⅱ 固定資産        

１.有形固定資産 ※1 329 4.3 196 3.1 359 5.4 

２.無形固定資産  102 1.3 133 2.1 122 1.8 

３.投資その他の資産        

(1)投資有価証券  2,589  2,432  2,202  

(2)関係会社株式  453  210  319  

(3)出資金  150  150  150  

(4)差入保証金  202  203  204  

(5)保険積立金  ―  73  94  

(6)長期前払費用  ―  6  5  

(7)繰延税金資産  54  108  130  

(8)その他  126  ―  ―  

投資その他の資産合計  3,576 47.0 3,185 50.4 3,106 46.5 

固定資産合計  4,009 52.6 3,515 55.6 3,588 53.7 

資産合計  7,618 100.0 6,324 100.0 6,677 100.0 
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      （単位：百万円）

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日現在) 

前中間会計期間末 
(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成15年３月31日現在) 

期  別 
 
 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構 成 比 

（負債の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動負債        

１．未払手数料  127  126  108  

２．未払金  61  74  65  

３．未払法人税等  714  163  ―  

４．賞与引当金  100  111  ―  

５．その他 ※2 81  37  96  

流動負債合計  1,084 14.2 513 8.1 269 4.0 

負債合計  1,084 14.2 513 8.1 269 4.0 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※3 1,459 19.2 1,142 18.1 1,459 21.9 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  1,075  752  1,075  

資本剰余金合計  1,075 14.1 752 11.9 1,075 16.1 

Ⅲ 利益剰余金        

 １．利益準備金  22  22  22  

２．中間(当期)未処分利益  4,406  4,032  4,030  

利益剰余金合計  4,429 58.1 4,055 64.1 4,052 60.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △  53 △  0.7 △ 134 △  2.1 △  175 △  2.6 

Ⅴ 自己株式  △ 376 △  4.9 △   4 △  0.1 △  4 △  0.1 

資本合計  6,533 85.8 5,811 91.9 6,408 96.0 

負債・資本合計  7,618 100.0 6,324 100.0 6,677 100.0 
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② 中間損益計算書       （単位：百万円）

当中間会計期間 
 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前中間会計期間 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

期  別 
 
 
 
 

科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％   ％   ％ 

Ⅰ 営業収益           

委託者報酬   1,489   865   1.649  

投資顧問料収入   1,162   986   1.721  

営業収益計   2,652 100.0  1,852 100.0  3,371 100.0 

Ⅱ 営業費用及び一般管理費 ※1,※2  1,417 53.5  1,391 75.2  2,851 84.6 

営業利益   1,234 46.5  460 24.8  519 15.4 

Ⅲ 営業外収益 ※3  11 0.4  6 0.3  19 0.5 

Ⅳ 営業外費用 ※4  8 0.3  24 1.3  34 1.0 

経常利益   1,236 46.6  441 23.8  503 14.9 

Ⅴ 特別利益   1 0.0  ― ―  ― ― 

Ⅵ 特別損失   18 0.7  0 0.0  17 0.5 

税引前中間(当期)純利益   1,219 45.9  441 23.8  485 14.4 

法人税等 ※5 716   160   226   

法人税等調整額    △100 615 23.2   55 216 11.6  35 262 7.8 

中間（当期）純利益   603 22.7  225 12.2  223 6.6 

前期繰越利益   3,802   3,806   3,806  

中間(当期)未処分利益   4,406   4,032   4,030  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  

期  別 
 
項  目 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券 

子会社株式 

･･･総平均法による原価

法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

･･･中間会計期間末日の

市場価格等に基づく

時価法（評価差額は

全部資本直入法によ

り処理し、売却原価

は総平均法により算

定しております） 

時価のないもの 

･･･総平均法による原価

法 

有価証券 

子会社株式 

同左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

有価証券 

子会社株式 

同左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

･･･期末日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は総平均法

により算定しており

ます） 

時価のないもの 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっており

ます。 

ただし、平成10年４月

１日以降に取得した

建物（附属設備を除

く）については定額法

によっております。 

なお、主な耐用年数は

以下の通りでありま

す。 

建物   11年～22年 

器具備品 ４年～８年 

(1)有形固定資産 

定率法によっており

ます。 

なお、主な耐用年数は

以下の通りでありま

す。 

建物   11年～15年 

車両運搬具   ６年 

器具備品 ６年～８年 

(1)有形固定資産 

定率法によっており

ます。 

ただし、平成10年４月

１日以降に取得した

建物（附属設備を除

く）については定額法

によっております。 

なお、主な耐用年数は

以下の通りでありま

す。 

建物   11年～22年 

車両運搬具   ６年 

器具備品 ４年～８年 

 (2) 無形固定資産 

ソフトウェア（自社利

用）については、社内

における利用可能期

間（５年）に基づく定

額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 
定額法によっておりま
す。 
 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 
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期  別 

 
項  目 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

３．引当金の計上基準  賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備

えるため、当中間会計期

間に負担すべき支給見込

額を計上しております。 

同左 
 

 
 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜き方式によってお

ります。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 
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  中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

期  別 
 
項  目 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１．自己株式及び法定準

備金取崩等に関する

会計基準 

   
 

「自己株式及び法定準備
金の取崩等に関する会計基
準」(企業会計基準第1号)が
平成14年４月１日以後に適
用されることになったこと
に伴い、当事業年度から同
会計基準によっておりま
す。なお、従来と同様の方
法によった場合との相違は
ありません。 
 なお、財務諸表等規則並び
に投資信託及び投資法人に
関する法律施行規制の改正
により、当事業年度におけ
る貸借対照表の資本の部に
ついては、改正後の財務諸
表等規則並び投資信託及び
投資法人に関する法律施行
規則により作成しておりま
す。 

２．1株当たり当期純利益

に関する会計基準等 

   「1株当たり当期純利益に
関する会計基準」(企業会計
基準第2号)及び「1株当たり
当期純利益に関する会計基
準の適用指針」(企業会計基
準適用指針第4号)が平成14
年４月１日以後開始する事
業年度に係る財務諸表から
適用されることになったこ
とに伴い、当事業年度から
同会計基準及び適用指針に
よっております。なお、従
来と同様の方法によった場
合の影響は軽微でありま
す。 
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表示方法の変更 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

(中間貸借対照表) 

前中間期まで区分掲記していた

「保険積立金」「長期前払費用」は、

当中間期末において重要性が乏しい

ため、固定資産の「その他」に含め

て表示することにしております。 

なお、当中間会計期間末の「その

他」に含まれている「保険積立金」

の金額は98百万円、「長期前払費用」

の金額は4百万円であります。 
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追加情報 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 (自己株式及び法定準備金取崩等会
計) 
 当中間期から「自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第1号）を適用してお

ります。これによる当中間期の損益

に与える影響はありません。 

 

  なお、中間財務諸表等の規則の改

正により、当中間期における中間貸

借対照表の資本の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。 

 

  これに伴い、「自己株式」は、当

中間期末においては資本に対する控

除項目としております。 

 

 (賞与引当金) 

 決算時に業績に応じて支給する賞

与につきましては、従来、その支給

が不確実であったことにより支払時

の費用として計上しておりました

が、今期より一定の基準に基づく支

給見込額の算定が可能となったた

め、中間会計期間に負担すべき金額

を賞与引当金として計上しておりま

す。これにより、従来の方法によっ

た場合に比較し、営業利益、経常利

益、税引前中間純利益は、それぞれ

111百万円減少しております。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係）   

期  別 
項  目 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日現在） 

前中間会計期間末 
（平成14年９月30日現在） 

前事業年度末 
(平成15年３月31日現在) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額  262百万円 184百万円 226百万円 

※2 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しい

ため、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

同左 同左 

※3 発行済株式数の増減 発行済株式の増加の内訳は以下の
通りであります。 
（1）株式分割(1:2) 

発行年月日 平成15年5月20日 
発行株式数     20,172株 
発行価格           － 
資本組入額         － 

 

発行済株式の増加の内訳は以下の
通りであります。 
（1）株式分割(1:2) 

発行年月日 平成14年5月20日 
発行株式数      9,151株 
発行価格           － 
資本組入額         － 
 

(2) 新株引受権の行使 
発行年月日 平成14年5月31日 
発行株式数         16株 
発行価格        150千円   
資本組入額    1,200千円 
    

(3) 新株引受権の行使 
発行年月日 平成14年7月31日 
発行株式数         30株 
発行価格        150千円   
資本組入額    2,250千円 

発行済株式の増加の内訳は以下の
通りであります。 
（1）株式分割(1:2) 

発行年月日 平成14年5月20日 
発行株式数      9,151株 
発行価格         － 
資本組入額        － 
 

(2) 新株引受権の行使 
発行年月日 平成14年5月31日 
発行株式数         16株 
発行価格        150千円   
資本組入額    1,200千円 
    

(3) 新株引受権の行使 
発行年月日 平成14年7月31日 
発行株式数         30株 
発行価格        150千円   
資本組入額    2,250千円 

    
(4) 新株引受権の行使 

発行年月日 平成14年10月31日
発行株式数      1,800株 
発行価格        350千円   
資本組入額  315,000千円 
 

(5) 新株引受権の行使 
発行年月日 平成14年11月29日
発行株式数        24株 
発行価格        150千円   
資本組入額    1,800千円 
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（中間損益計算書関係）    

期  別 
 
項  目 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

※1 役員報酬の範囲額 取締役年額  400百万円 

監査役年額   60百万円 

取締役年額   400百万円 

監査役年額    60百万円 

 取締役年額 400百万円 

 監査役年額  60百万円 

 

※2 減価償却実施額 有形固定資産  40百万円 

無形固定資産  20百万円 

有形固定資産  23百万円 

無形固定資産  18百万円 

 有形固定資産 66百万円 

 無形固定資産 38百万円 

 

※3 営業外収益の主要項目    

 

 

受取利息       0百万円 

 

 

 受取利息   0百万円 

 有価証券利息 6百万円 

 保険解約返戻益9百万円 

※4 営業外費用の主要項目   

 

為替差損    15百万円 

    

 為替差損   16百万円 

 新株発行費  8百万円 

 

※5 法人税等の内訳 法人税等には住民税及

び事業税が含まれてお

ります。 

    同左 同左 
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（リース取引関係） 
当中間会計期間 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累計額相当額 

中間期末 
残高相当額 

 百万円 百万円 百万円 

器具備品 8 4 3 

ソフトウェア 3 1 1 

合 計 11 6 4 
 

  

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累計額相当額 

中間期末 
残高相当額 

 百万円 百万円 百万円 

器具備品 8 3 5 

ソフトウェア 3 1 1 

合 計 11 4 7 
 

 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累計額相当額 

期 末 
残高相当額 

 百万円 百万円 百万円 

器具備品 8 3 4 

ソフトウェア 3 1 1 

合 計 11 5 6 
 

（注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産及び無形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）           同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産及び

無形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

1年内   2百万円 1年内   2百万円 1年内   2百万円 

1年超   2百万円 1年超   4百万円 1年超   3百万円 

   合計   4百万円    合計   7百万円    合計   6百万円 

（注） 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産および無形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。  

（注）          同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産および無形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。         

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 (3)支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料      1百万円 支払リース料       1百万円 支払リース料      2百万円 

減価償却費相当額  1百万円 減価償却費相当額   1百万円 減価償却費相当額  2百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 
（有価証券関係） 
※ 当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。
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 (2)その他 

該当事項はありません。 
 
 
 
 
 
 


